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The purpose of this research is to consider the role of Japanese language education in multicultural 

coexistence. 
First, this paper reviews the background of the origin of the term multicultural coexistence and how 

it has been perceived in society. Secondly, it also considers citizenship education and language 
education for multiculturalism. Therefore, it also aims to provide an overview of how multicultural 
coexistence has been treated in Japanese language education, and to consider Japanese language 
education and its relation to multicultural coexistence.  

1. はじめに 
多文化共生ということばは新聞やテレビなどで日

常的に見たり、聞いたりすることばとなり、ことば

としての市民権を得てきている。また、日本社会も

多文化共生の社会になっており、多文化共生は既に

私たちの周りに存在している。しかしながら、多文

化共生の意味については多くの人の間で共有できて

いるとは言えない。共生とはどのようなことなのか、

共生のために私たち一人一人はどのようなことを行

ったらいいのだろうか。そして、共生を意識しなが

ら日常を過ごしているのだろうか。多文化共生とい

うことばが社会に浸透している一方、その意味を考

え、多文化共生の社会を目指し、社会や個人が積極

的に活動を行っているかは疑問である。もちろん、

日本の様々な場所で多文化共生の意識を持ち、多文

化共生の社会に向けて活動を行っている多くの人が

存在していることも事実である。しかし、多文化共

生ということばだけが独り歩きし、個人が多文化共

生について理解し、社会が多文化共生を目指して進

んでいるという状態ではないような気がする。 
一方、地域での日本語教育においては、多文化共生

をキーワードに教育活動が行われている。これは日

本に滞在する外国人が増加し、日本で生活をする外

国人のための日本語支援では、地域社会と密着し、

生活を基盤として日本語学習を位置づける「社会型

日本語教育」（石井 1997）が求められるようになった
からである。そのため、外国人だけが日本語を学ぶ

のではなく、日本語教育を通じて、同じ社会で生活

をする外国人と共に生きる社会をどう作っていくべ

きかを市民みんなが考えていく必要があると考えら

れている（門倉・新矢・野山 2010）。 
また、日本語教育そのものに関しても、日本語教

育を学問として社会的実践と密接に関連した実践化

科学として定位され、「日本語教育を通したよりよ

い社会づくり」が日本語教育に課せられる社会的使

命（神吉 2015）というように考えられるようにな
ってきた。そして、日本語教育を通じてよりよい社

会を構築するための見取り図が作成されたり（日本

語教育政策マスタープラン研究会 2010）、人とこと
ばと社会を視点にどのような社会を築くかを日本語

教育を通じて探求する実践の学として「公共日本語

学」（川上 2017）などの提案がされたりしている。
このような日本語教育についての議論の変化もあ

り、大学での日本語教育についても個人の言語能力
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の向上だけではなく、社会というより大きな視点を

考えながら行うように変化している。そのために

は、日本語教育が「語学のトレーニング」（佐藤他

2015）ではなく、よりよい日本社会を形成すること
も含めて行う必要があると考えられる。 
そこで、本論文では、多文化共生のための日本語教

育とはどのようなものか、その役割について考察す

ることを目的とする。まず、多文化共生ということ

ばが生まれた背景、それが社会でどのように捉えら

れてきたのかを概観する。次に、多文化共生社会に

おけるシティズンシップ教育と言語教育について考

察する。そして、多文化共生が日本語教育の中でど

のように扱われてきたのかを整理し、多文化共生の

ための日本語教育について提言をする。 
 
2. 多文化共生とは 
2.1 多文化共生の背景 
2022 年 4 月の日本の人口は１億 2,322 万 3,561人で
あり、前年の同月と比較すると 61 万 9,140人減少し

ている（総務省 2022）。日本の人口は 2004 年をピー

クに毎年、減少しており、今後 100 年間で約 100 年

前の水準に戻ると予測されている。この変化は、近

年の人口減少においても極めて急激な減少である。

この予想によると日本の人口は 2050 年には 9,515 万

人となり（内閣府 2015）、2100 年には 5000 万人にな

るとも言われている（筧 2015）。また、人口減少だけ

ではなく、2050 年には、高齢人口が約 1,200 万人増

加するのに対し、生産年齢人口は約 3,500 万人、若年

人口は約 900 万人減少し、高齢化率は約 20％から約

40％に上昇すると推計されている（内閣府 2015）。 
一方、現在、日本に滞在している外国人は約 276 万

人（出入国在留管理庁 2022）で、日本の人口の約 2％
を占めている。また、国籍も 194 の国と地域 1に及

び、世界の多くの地域から来日し、日本で生活して

いる。そして、外国人の滞在の目的も多様になり、

在留資格 2も身分地位に基づく在留資格や専門技術、

留学、技能実習、家族滞在など 29に分けられるよう

になった。このようにただ単に日本で生活をする外

国人が増加しているだけではなく、出身、言語、文

化など外国人のバックグラウンドの多様化も進んで

いることが分かる。更には国際結婚や帰化人数も増

加し、その子どもたちである外国にルーツを持つ

人々も今後、ますます増えていくことが予想される。 
このような背景から地方自治体では、増加する外国

人や外国人と地域住民のトラブルなどに対応する方

法の一つとして、1980 年代後半から国際交流、国際

協力、多文化共生などを目標に掲げ、地域の国際化

を推進しはじめた。そして、2005 年 6 月に総務省は

「多文化共生の推進に関する研究会」を設置し、2006
年に多文化共生を、「国籍や民族などの異なる人々が、

互いの文化的ちがいを認め合い、対等な関係を築こ

うとしながら、地域社会の構成員として共に生きて

いくこと」（総務省 2006）と定義し、その推進につい

て検討を行った。その後、国が地方自治体の多文化

共生への取り組みを積極的に支援することで、地域

では、外国人労働者の労働環境、外国人児童生徒へ

の教育、外国人登録制度等の国の各制度の見直しを

図りはじめた。それが現在、多文化共生という名で

広まっているのである。 
将来、「日本人」と考えられてきた人は減少、外国

にルーツを持つ人々が増加し、多様化が進んでいく

ことは明らかである。そして、それぞれの人が持つ

背景にも多様化が進み、同じコミュニティで生活を

する市民として日常生活を送るなかでよりよい関係

を構築するためのものとして多文化共生が考えられ

るようになった。以前は外国人と日本人という２項

対立で異文化を理解するという観点から交流が考え

られていた。その後、外国人を「外国人」とひとくく

りにはしないで、それぞれの文化を理解し、異文化

間でのコミュニケーションをどのように行うかを異

文化理解という概念で教育にも取り入れられてきた。

しかし、異文化ということばを使うことで新たなス

テレオタイプを生んだり、誰を基準とした「異」な

のかなどの問題も考えられたりするようになった。

そこで、「異なる人々」ではなく、「様々な人々が同

じコミュニティで共に生きる」という意味の多文化

共生という概念でこれらの問題を解決する試みが行

われるようになったのである。 
 

2.2 多文化共生の意味 
それでは多文化共生とはどのようなことなのだろ

うか。オーストラリアやカナダなど多くの移民が市
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民として生活をしている国では多文化を認める 
“multiculturalism”（マルチカルチャリズム）を掲げて

いる。それぞれの言語や文化のバックグラウンドが

違う人々が生活をする多文化社会において、それぞ

れの言語、文化、宗教など各文化間の差異を積極的に

承認するという考えに基づく多文化共生の理念があ

る。しかし、多文化共生に当たる英語は見当たらな

い。多文化共生は、英語の“multicultural”である「多
文化」に「共生」ということばをつけ足したもので

あり、この「共生」ということばにぴったりとあて

はまる英語はない（宮島 2021）。そのため多文化共生
は“multicultural coexistence”や“multicultural symbiosis” 
などと翻訳をされることが多い。これらは「多文化」

や「共生」をそのまま英語に翻訳したものである。

これは、総務省（2006）の「地域における多文化共生
推進プラン」に基づき、多くの地方自治体が多文化

共生を推進する計画を策定した際に、その概要版を

外国語に翻訳したことが契機になり、その計画の英

語 版 の 多 く に “multicultural coexistence” や
“multicultural symbiosis”が用いられるようになった

からである（山脇 2020）。概念的にはオーストラリア

やカナダでの「多文化主義」である“multiculturalism”
に近いものではあるが、国家の成立の背景がそれら

の国と違う日本では「多文化主義」ではなく、「多文

化共生」と名付けられたのである。これらのことか

ら多文化共生は日本で生まれたことばであり、英語

には翻訳しづらい概念であるということが分かる。 
多文化共生はさまざまな解釈があるが、総務省

（2006）の「国籍や民族などの異なる人々が、互い

の文化的ちがいを認め合い、対等な関係を築こうと

しながら、地域社会の構成員として共に生きていく

こと」が多文化共生ということになると考えられる。

「国籍や民族などの異なる人々」は「日本で生活を

している全ての住民」であり、「互いの文化的ちがい

を認め合い」は「対話を通じてお互いの意見を聞く」

ことである。そして、「対等な関係を築こうとしなが

ら」は「国籍や言語を越えた対等な立場」で、「安心

して自分の意見を述べることができる社会、そして、

それを目指していくこと」と言うことができるので

はないだろうか。小関（2008:18-19）は、「共生とは
必ずしも合意や一致を必要としない。合意や一致が

共生の最終目的ではない。たとえ、本質的に分かり

合えない部分があったとしても、共にあることがで

きる。合意や一致をえることの前に、共にあること

そのものの意義に、私たちはもっと目を向けるべき

だろう」と述べている。これが多文化共生の大きな

ヒントになるのではないだろうか。自分自身が考え

ることを伝える、そして、相手が伝えたいことに対

して耳を傾ける。相手を論破することを目的とした

議論をするのではなく、お互いが自分の考えを恐れ

や躊躇を感じず、安心して伝えることができる社会、

そのような意識や態度を個人が持つことが多文化共

生なのではないだろうか。そして、マジョリティの

意見やマジョリティが重視される社会ではなく、社

会を構成する一人一人がたとえ自分の意見が採用さ

れなくとも安心して生活できる「民主的で平和な社

会やコミュニティを形成」（三輪 2019:115）するため
に、一人一人が多文化共生を意識し、それを行って

いくことが多文化共生社会の形成になるのである。 
多文化共生は、様々な理由で不自由に暮らしている

人や弱い立場の人にも開かれたものでもある。社会

で生活するすべての人が暮らしやすい社会、それが

多文化共生なのである。 
  
2.3 多文化共生の現状と課題 
多文化共生という用語が国内で使われ始めたのは、

1990 年代の半ば頃とされている（山田 2018, 宮島

2021）。留学生、就労目的の外国人の増加、また、国

際結婚などから日本に入国、滞在する外国人が突然

増えてきた時期であり、日本社会に国際化という名

前で現われた問題に対しての一つの解決方法として

出てきたことばである。そして、総務省の「地域に

おける多文化共生推進プラン」に基づき、多くの地

方自治体が多文化共生を推進する計画を策定したこ

とで多くの人たちが聞くことばとなったのである。

多文化共生ということばは「耳障りのよいことば」

（山田 2018:3）として捉えられる一方、マナイスと

しての概念としても考えられている。山田（2018）
は多文化共生社会である日本では多文化共生を目指

すとしながら、現実にはそうなっていないとし、多

文化共生社会の創造に向けて、すべての人々がすべ

きこととして、多文化共生を再考している。 
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急速に少子高齢化と人口減少が進む日本、外国人労

働者の力を借りなければ社会が成立しないことは明

らかであり、政府もそれを認めている。しかし、日

本は外国人にとって住みやすい国とは言いきれない

だろう。これは時々、ニュースなどでも取り上げら

れていることである。 
多文化共生は人口減少からの外国人労働力だけに

焦点が当てられることが多く、外国人が日本で生活

をする上での多文化共生という認識がある。つまり、

「外国人のための」多文化共生ということが重視さ

れている。しかしながら外国人が増加し、多文化が

進むことによる「日本人」側のメリットもある。そ

れは、多様性の強さである。多様性は強く、その多

様性は日本に豊かさをもたらし（毛受・鈴木 2007）、
日本社会がさらによくなる可能性を秘めている。ま

た、日本人でも生きづらさを感じている人やマイナ

リティとされている人々は多い。そのような人達も

含めた「多文化」を背景とする人々が「共生」するた

めに多様性を認め合うことはすべての人々にとって

生きやすい社会になると思われる。多文化共生は日

本人と外国人の問題ではなく、「個」と「個」の関係

の構築からよりよいミュニティを作ることができる

のである。これは日本社会で LGBTs3や障がい者など

の認識の広がりから「インクルーシブ」へ広がって

いることとも同じである。つまり、この多文化共生

は外国人と日本人の問題ではなく、日本社会に住ん

でいる「地域の人すべて」にとってのことなのであ

る（上水流 2012）。 
そして、日本社会を見てみると、人間関係やコミュ

ニティはインターネットの発展により変化している。

また、地方でも農家型から都会型へ急速に変化して

いる。インターネットの世界や都会型の社会では

人々のコミュニティへの所属意識は低いと言われて

いる。「人間がそれに対して何らかの帰属意識をもち、

その構成メンバーの間に一定の連帯感ないし相互扶

助（支えあい）の意識が働いているような集団」（広

井 2009:11）であるコミュニティを自分自身と関係が

あるものと認識する。それによって、コミュニティ

の中でよりよい暮らしをすることができる。このよ

うなコミュニティでよりよく生きるためには多文化

共生は重要である。 

社会や人々が多様化している現在、また個人の背景

や考えが尊重されるこの時代に、本来ならこの多文

化共生がそれぞれの人に意識され、実行され、より

よい社会に向かって行っていることを実感できてい

なくてはならない。しかしながら、多文化共生はこ

とばとして市民権を持ったが、そのことばは「実態

を伴わないおぼろげな概念」（山田 2018:25）であり、
日本社会は多文化共生を目指しているとは言えない。

その原因としては、社会において教育の機会がない

ことに問題があるのではないだろうか。学校を卒業

し、教育を受ける機会のない社会人が多文化共生を

改めて考える機会は多くないだろう。そのため、多

文化共生ということばは日本社会に浸透しているが、

その意味について考えることや多文化共生に向けて

実際に行動することは難しく、多文化社会になって

いる日本で多文化共生は実はあまりうまくいってい

ないというのが現状なのである。 
 
3. 多文化共生と市民性教育 
3.1 市民性と民主的シティズンシップ 
日本社会は急速に多文化社会へと移行している。そ

のなかでの多文化共生は今後の日本社会の理想では

なく、喫緊の課題である。しかしながら、同じであ

ることを良しとする文化で多様性を認めてこなかっ

た日本社会では、どのようにしたら多文化共生の社

会を形成できるのであろうか。ここでは多文化共生

を市民性という観点から考察する。 
市民については、「ある国家，社会ならびに地域社

会を構成する構成員（メンバー）を意味し，国家に

おいては国民、市などの行政単位においてはその住

民をさす」と定義されている（ブリタニカ・ジャパ

ン株式会社 2010）。これは、国籍による分類としての

国民ではなく、ある社会におけるコミュニティの構

成員を指す。日本社会における市民とは日本で生活

をしている人々すべての人、つまり、「日本社会に所

属している人々」のことである。ただ、日本社会で

は、国籍を基準とした政策が行われており、市民を

基準とした政策が行われているとはいいがたい。そ

のため、外国人参政権や公立学校における教員の管

理職への昇進など、外国人の社会参加についての問

題が起こっている（春山 2022, 中島他 2021）。しか
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し、日本に住んでいる外国人も市民であり、日本人

と同様に日本社会を構成する重要なメンバーの一員

であるという前提で社会を考えていく必要がある。 
近年、日本でもシティズンシップ（Citizenship）と
いうことばが使われるようになっている。このシテ

ィズンシップの概念の定義については定まっていな

く、社会の形と共に変容する流動的なものである（名

嶋 2019）。もともと、シティズンシップは市民権を意
味することばであり、その国の国籍を有する国民ま

たは市民であることを表すと同時に、市民としての

資格である「権利」や「義務」を表すことばであっ

た。それが「市民がよりよい社会の実現のために、

まわりの人と積極的に関わろうとする意欲や行動力

のこと」である市民性も包括するようになった。坂

口（2006）は、市民性について、二つの意味があると
述べている。ひとつは、「大人」として客観的な判断

力を身につけ精神的に成熟するという側面、もうひ

とつは社会の成員としての権利と義務を行使すると

いう側面である。すでに世界のさまざまな場所で、

国籍を基準としていない多様な国籍、言語、文化な

どのバックグラウンドを備えた人々がその地域社会

において生活者として日々生活をしている。このよ

うな現状からはシティズンシップは権利や義務とい

う観点だけではなく、社会の中での「実践としての

シティズンシップ」（多文化共生のための市民性教育

研究会編著 2020:11）が求められるようになってきて
いる。 
また、福島（2011a）は、国家を超えた共同体の成立

やグローバル化の進展により人の流動化が進み、国

家やアイデンティティとの固定的・安定的な関係は

揺らいでいるとし、自分とは違う他者の存在を認め

なくてはならず、シティズンシップを従来のシティ

ズンシップの概念ではカバーできないとしている。

そのため、新しい発展的概念として「民主的シティ

ズンシップ」が生まれた。その民主的シティズンシ

ップを名嶋（2019）は「「民主的な姿勢や手法で」主

体的に社会に関り他者と共に生きていく」と定義し

ている。ある国家の中での基準に従って国家のほう

を見ながら行動をするようなシティズンシップでは

なく、異なることが前提にあり、「多様性を保ったま

ま、結びつきを構築し、それを維持していく」（名嶋

2019:6）ようなシティズンシップである。そして、名
嶋（2019）は、民主的な社会を構築していくために

はその社会で共に生きる人は、「自分が属する社会の

状況を把握し、自分なりの課題を設定し、課題解決

の方策を考え、それを実行し、改善と内省を主体的

に繰り返していく能力」、「課題解決を同じ社会で共

に生きる他者と協働して取り組んでいく能力」など

が必要であると述べている。 
このようなシティズンシップを身につけるために

は市民として必要な要素を備え、市民としての役割

を果たせるようになることを目指す教育のことであ

る「シティズンシップ教育」が必要である。ヨーロ

ッパではこのようなシティズンシップ教育がすでに

実施されている。これは、EUが拡大・発展し、人の
移動がますます活性化している現実（佐久間 2013）
があるからである。人の移動が活性化しているのは

日本も同じで、多くの外国人が日本に住み、日本で

生活を送っている。日本社会で生活をしている人は

多様で、多文化社会になっているのである。しかし、

日本では、学校教育では市民や市民性を正面から取

り上げていないために市民社会への関心が希薄であ

る（近藤 2013）。そのために国籍を基準とした国民が

社会の中で中心となっており、日本国籍を持ってい

る人が市民として考えられており、日本国籍を持っ

ていない外国人を市民として受け入れることは難し

いのが現状である。ただ、日本はすでに多文化共生

社会であることはデータからも明らかであり、多文

化での社会において、このようなシティズンシップ

教育は重要な課題となっている。 
 
3.2 市民性教育と言語教育 
日本社会は日本で生活をする外国人が増え、多文化

共生の必要性がますます求められるようになってい

る。そのような多様な社会の中で円滑な人間関係を

維持し、社会に参加するのに必要な能力を身につけ

なくてはならない。このような市民として必要な要

素を備え、市民としての役割を果たせるようになる

ことを目指す教育であるシティズンシップはどのよ

うにして身につけたらいいのであろうか。そのため

にはどのような教育が必要なのであろうか。 
ヨーロッパでは生涯学習としてのシティズンシッ
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プ教育が導入されているが、日本の学校教育では、

シティズンシップのための活動はあまり行われてい

なかった。しかし、成人年齢の引き下げにより、文

部科学省では、「子供の国家・社会の形成者としての

意識を醸成するとともに、課題を多面的・多角的に

考え、自分なりの考えを作っていく力を育むこと等

が重要」とし、主権者教育の推進について述べられ

るようになった。そして、この主権者教育の目的を、

「単に政治の仕組みについて必要な知識を習得させ

るのみならず、主権者として社会の中で自立し、他

者と連携・協働しながら、社会を生き抜く力や地域

の課題解決を社会の構成員の一員として主体的に担

う力を発達段階に応じて、身に付けさせるもの」と

設定している（文部科学省 2021）。これらの主権者教

育と市民性を身につけるシティズンシップ教育とほ

ぼ同義と考えることができる。そして、新学習指導

要領では、これらの現代社会に対応して求められる

資質・能力として「主権者として求められる力」を

挙げ、小学校・中学校・高等学校の各段階を通じて

教科等横断的な視点で育成することとされている。

そして、これらの教育を、「学校教育における取組」、

「家庭・地域での取り組み」、「メディアリテラシー

の育成に関わる取組」などの実践から社会全体で取

り組んでいくことが提言されている。 
また、近年の社会生活において、一般市民がさまざ

まな話合いに参加する機会が増えてきている。まち

づくりに積極的に市民が関わる事例が増え、市民が

重要な社会的意思決定の場に参加し、話合いを重ね

ながら政策や影響を及ぼすようになっている（村田

2017）など社会においてもシティズンシップの実践
が行われている。そして、経済産業省でも「シティ

ズンシップ教育宣言」を出し、「シティズンシップ」

を次のように定義している。 
 
「多様な価値観や文化で構成される社会において、

個人が自己を守り、自己実現を図ると日本のシティ

ズンシップ教育の「市民」概念の特徴ともに、より

よい社会の実現に寄与するという目的のために、社

会の意思決定や運営の過程において、個人としての

権利と義務を行使し、多様な関係者と積極的に（ア

クティブに）かかわろうとする資質」（経済産業省

2006） 
 
そこでは、多様な価値観や文化を持つ人々で構成さ

れている社会において、市民一人一人が社会で生き

ていくために必要な能力を身につけなくてはならな

いとしており、シティズンシップ教育の必要性につ

いても述べられている。しかしながら、このような

シティズンシップ教育の提言はあるものの実際には

社会人に対しての教育の機会は少ないのが現状であ

る。 
このようなシティズンシップ教育は外国語教育が

担う課題でもある。民族、言語、宗教の多様性が存

在しながらも一つの共同体によって成り立っている

ヨーロッパでは、国家や社会からの視点での「多言

語、多文化」ではなく、個人に注目し、個人の中に存

在する複数の言語や文化に焦点を当てた複言語・複

文化主義を掲げている。このような背景から相互文

化的市民性を育てる教育の必要性が唱えられるよう

になった。相互文化的市民性の育成には、言語教育

と政治教育の両方の要素が包括される必要があり

（バイラム 2015）、様々な文化の中で社会化されて
いる人々の間を仲介する能力である相互文化的コミ

ュニケーション能力が必要である（Byram 1997）。そ
のためには、「自文化や自国および異なる文化や外国

のものの見方、行動、その産物について、クリティ

カルに、そして明確な基準をもとにして評価できる

能力」である「クリティカルな文化意識」を持つこ

とが求められる。外国語教育を通じて、批判的な観

点で、異なる背景を持つ人との共同作業を行うこと

で、文化の境界線を越えて意味の共同体を形成する

能力である相互文化的コミュニケーション能力を身

につけることができるのである。 
しかしながら、これらの概念はヨーロッパの統合か

ら生まれたものであり、アジアや日本を念頭に置い

たものではない（西山 2010）。外国語が身近な言語で

あるヨーロッパとは違い、日本での外国語は国内で

の普段の生活に必要なものではなく、海外に行って

使用するものと認識されている。また、外国語は近

隣のアジアで話されている言語とは捉えられておら

ず、「外国語＝英語」という問題もある（久保田  
2015）。そのため、学校教育における英語教育が相互
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文化的市民性の育成を目的とした教育にシフトする

にはまだ時間がかかるだろう。日本での相互文化的

市民性の育成については、現在多くの自治体等で掲

げている多文化共生の概念や地域の日本語教育で考

えられている多文化共生によって可能になるだろう。

このように既に多文化共生の視点から行われている

日本語教育は多文化共生を目指すシティズンシップ

教育に貢献できる可能性がある。 
 
4. 多文化共生と日本語教育 
4.1 日本語教育の変化 
日本語教育においては、1990 年代以降コミュニケ

ーションを重視する教育が行われてきた。そこでは、

日本人とのコミュニケーションを円滑に行うことや

日本人と同等の言語能力を学習者に身につけさせる

ことが設定されることが多かった（佐藤他 2011）。そ
の後、学習は個人の中で起こるものではなく、社会

の文脈の中で生まれるものとして「社会文化的アプ

ローチ」によって言語学習が考えられるようになっ

た（西口 2005）。それに伴って、日本語教育学の視点
も変化し、日本語教育を通じて社会の課題を解決す

るもの、つまり、学習者が日本語教育を通じて社会

にどのように関わっていくか、そしてその関わりに

よって社会がどのように変化することができるかを

考察することについても議論されるようになってき

た（神吉 2015）。そこでは、ことばの教育は、社会的
行為主体として自覚的に他者とかかわる「市民」と

しての意識が不可欠（細川他 2016）と考えられ、社
会参加を目指した日本語教育（佐藤・熊谷 2011）や
外国語教育の目標をグローバル社会の領域において

「つながる」能力の育成とした実践（當作 2013）が
行われるようなっている。また、日本語教育を「社

会的な営み」であると捉え、人、組織、外部の活動と

つながるような実践（トムソン 2016）の報告も多く
みられる。 
このようなことから日本語教育でも多文化共生や

シティズンシップを担う可能性についても研究や実

践が行われるようになっている。そして、細川他

（2016）は多文化共生社会における市民性形成に関
わる言語教育の理念と実践を提示している。そこで

は個人が他者と共に社会においてよく生きるために

は民主的な社会形成とその社会参加を明確に保持す

る必要があるとして、そのための言語教育のありか

たについて考察をしている。また、福島（2011b）は、
定住外国人の絶対数の増加や日本社会における経済

的・人口学的な動機から近年の日本語教育を「言語

教育」という枠組みだけではなく社会政策の一環と

して語られることが多くなったと指摘している。そ

して、ヨーロッパの活動をモデルとして「他者」を

「共に生きる人」として包摂しようとする、国民国

家制度だけでは処理できない「人‐ことば‐社会」

における言語教育のありかたや、日本語教育への応

用可能性について考察している。 
このように民主的シティズンシップ教育としての

日本語教育が持つ可能性は述べられるものの、「複言

語・異文化理解の概念や民主的シティズンシップの

考え方が日本語教育関係者に広く共有されているわ

けではない」（名嶋 2019:17）とあるように実際には

日本語教育での実践ではあまり行われていないのが

現状である。このように多文化社会を意識した日本

語教育が一般的ではないことに関しては、日本語教

育が個人の言語能力の向上を目指して行われてきて

おり、現在も多くの日本語教育機関ではそれを目指

して行われていることが原因だと思われる。また、

日本語を教える教師も教師研修で多文化共生の視点

からの教育について考える機会が少なかったからで

はないだろうか。 
 

4.2 多文化共生ための日本語教育 
多文化共生のための日本語教育は地域の日本語教

育を中心に行われるようになってきている。自治体

での多文化共生の取り組みは、国の推進と地域住民

の問題を解決する中間的な役割として、地域での日

本語教育という形で行われている。日本に滞在して

いる外国人が日本語を学ぶ場は、地域の日本語教室

であり、今後、外国人が増加するに伴って、地域の

日本語教室が日本語教育として果たす役割は更に大

きくなることが予想できる。ただ、このような地域

日本語教育は、新しい活動ではなく、日本社会の動

向と連動して展開してきたという経緯がある（池上

2007）。地域日本語教育では「生活者」としての視点

から日本語教育が行われるようになり、そこでは「人
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間主義」の日本語教育（山田 2003）という概念が生

まれた。地域の日本語教室は、多様な言語・文化を

背景に持つ人々が対話・協働する場として多文化共

生社会の実現にむけて欠かせない（日本語教育学会

2008）ものとなっている。そこでは、外国人市民を
「要支援者」ではなく、地域の多文化理解促進のた

めに情報提供や発信ができる「支援者」と位置づけ、

多様な言語や文化を背景に持つ人々が共によりよい

生活や地域社会のあり方に目を向ける「対話の場」

を作ることが求められているのである。つまり、地

域での日本語教育は日本社会で生活をする外国人が

日本語を話せるようになることだけを目指す教育で

はなく、彼らが一市民として日本社会に参加するこ

とを目指して行われる日本語教育なのである。その

ため、地域の日本語教育では、多文化共生の概念が

持ち込まれ、外国人の日本語能力の向上のみを目的

とするのではく、参加する地域住民も共に学んでい

く活動（池上 2007）として考えられるようになって
いる。これは、従来の教室活動で行われていた、「教

える人（日本人）」と「教わる人（外国人）」という立

場を超え、同じ地域で生活をする人同士が日本語に

こだわらず、様々な言語や写真などのリソースを使

用し、お互いの情報交換をし、交流を行う活動のこ

とである。テキストも「おしゃべりを楽しむこと」

が主な目的の『日本語これだけ！1・2』（庵 2010, 2011）
や日本語活動を行うためのテーマを取り上げた『日

本語宝船』（春原 2004）など文型から日本語を学ぶ文
型積み上げ式のテキスト 4 ではないものが使われる

ようになってきた。また、日本人と外国人が交流す

るためには「正しい日本語」という概念から、共生

のための日本語として、「共生日本語」という考えも

生まれてきた（岡崎 2002）。このように地域での日本
語教育では、外国人の生活に関する様々な課題につ

いて検討し、多文化共生を目指す活動へと変化して

いる。 
一方、大学や日本語学校での日本語教育では、個人

の日本語能力を向上させることを目的に行われてい

る場合が多い。もちろん、社会に関り、つながるよ

うな活動は増えたものの、依然として留学生は大学

でアカデミックな内容を学ぶ学習者であり、日本語

は学問を学ぶための基礎となるものと考えられてい

るからである。しかし、留学生も日本社会で生活を

する「生活者」の一員である。日本で生活をする一

市民として日本社会に参加していく必要があり、そ

のための日本語も大切である。また、日本語を比較

的、上手に使用することができる留学生だからこそ、

日本語を使って日本社会に関わっていかなければな

らない。このような市民性の育成からの観点の日本

語教育も必要である。 
大学における日本語教育でも、三代・米徳（2021）
や山田（2016）のような実践報告もある。三代・米徳

（2021）は多文化共生をキーワードに企業と連携を
しながら日本語教育を行っている。また、山田（2016）
は文化共生社会の担い手育成を目的とし、大学にお

いて問題解決型タスクを用いた留学生と目本人学生

によるグループ活動での実践報告をしている。ただ、

この実践では相互の協力は見られたが、社会的関係

性の構築や意識変容など多文化共生につながるよう

な対話は生まれにくい可能性も示唆されている。こ

のように大学でも教室外の人々と同じ目的をもって

交流をしながら活動を行うような日本語教育も増え

てきている。しかし、どのように活動を行っていく

かについてはまだ手探りの状態であると言えよう。 
 

5. 多文化共生のための大学の日本語教育 
日本社会が多文化になり、市民一人一人が社会で生

きていくために必要な能力を身につけることがこれ

からの日本社会では求められるようになってきてい

る。そのためには大学の日本語教育も変化をしてい

かなくてはならない。大学の日本語教育でも留学生

が社会につながり、教室外の人々とも交流を持ち、

更にそれによって日本社会にも影響を与える。この

ような日本語教育が今後は必要であると考えられる。 
大学での日本語教育を多文化共生の観点から考察

するといくつか課題があることが分かる。まずは、

大学での日本語教育では、社会を取り込みながらの

活動が少ないことである。大学での留学生は留学生

として、「大学で学ぶ人」というように認識されがち

である。しかし、留学生はキャンパス内でもキャン

パス外でも日本社会の一員として生活をしている。

日本社会で日々生活を行っている市民の一人なので

ある。そのような留学生は教室で個人の日本語能力
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を向上するだけではなく、日本社会での問題につい

てかかわっていく必要もある。日本社会で生活をす

る上では、日本の習慣を知り、それに従うことだけ

がよいことではなく、よりよい社会にするために日

本語を使い、社会に働きかけていかなくてはならな

いだろう。2つ目は、教室活動を行うことによる意識
の変化や気づきについての調査は学習者側だけに焦

点が当てられているものが多いことである。教室を

越え、教室外の人々の交流を通じて日本語を学ぶ活

動では、学習者がどのように変化し、成長している

かということはもちろん重要なことである。しかし、

日本語教育が目指す多文化共生を日本社会の多文化

共生という大きな枠組みとして捉えると教室内の学

習者だけではなく、教室活動にかかわる教室外の参

加者にも焦点が当てられなければならない。各教育

活動で教室外の参加者はどのように活動にかかわり、

そこでどのような意識の変化があったのか、そして、

その変化が日本の多文化共生社会にどのように影響

を与えているかを考察する必要がある。多くの研究

では、活動自体の紹介、その活動がどのようなこと

を目指して行われたのかについては言及されている

が、その活動が多文化共生にどのように貢献してい

るかという調査は少ない。そして、日本語を使って

教室外の人々と交流することが教室活動の目的とな

っている場合が多い。地域日本語教育でも、活動の

目的が交流することであり、多文化共生社会の実現

を目的とする市民参加による地域の日本語教育活動

（杉澤 2012）としていないこともある。市民と外国
人が交流をすることが活動の主であり、この交流を

通じて何かを創り出したり、問題を解決したりする

活動はあまり見られない。大学における日本語教育

でも教室外の人々との交流はあるが、交流をするこ

とで活動が終了してしまっている。しかし、その交

流を通じて、社会の問題を解決できるようなネット

ワークを構築していかなくてはならない。 
そこで、多文化共生のための大学における日本語教

育として 3 つの提案を行う。それは、①教室外の人
も参加して活動をする、②教室外の人と学習者が共

にコミュニティの問題解決のために交流する、③教

室外の人も学習者もお互いが自分の考えを伝え合い

ながら活動する、である。大学での日本語教育も社

会という観点から行うと教室内での活動だけではな

く、教室外の人々との交流を通じて日本社会につい

て考察する必要がある。教室の中で教師と学習者だ

けで活動を行うのではなく、教室外の人々との交流

を通じて、そのかかわりから社会を認識するような

活動を行う。これは既に存在している（存在してい

ると思われている）「日本」について学ぶのではなく、

交流を通じて学習者が「日本」をどのように捉える

のかという活動である。このような活動は、学習者

が学習者自身と「日本」のかかわりについて発見す

る機会となるだろう。そして、学習者が日本社会、

地域社会、大学など学習者がまさに「生活をする場」

とかかわることができるようになる。そのためには

「生活をする場」を意識し、学習者それぞれが考え

る日本社会の問題点を留学生の視点から考察する。

そこには唯一の正しい答えが存在するわけではない。

考察するプロセスで多くの教室外の人々とかかわる

ことによってさまざまな意見と触れ合う。自分の考

えと異なる意見を聞き、考えることにより、社会と

のかかわりも生まれてくる。それは、学習者だけで

はなく、教室外の人々にとっても同じことが言える

だろう。普段の生活では当たり前と思っていること

が違う文化や価値観を持つ人との交流を通じて、当

たり前ではないことに気づくことができ、新しい発

見につながるだろう。そして、その違いに対しても

否定するのではなく、コミュニケーションを通じて

お互いを理解していくことができるのである。この

ようなプロセス自体が合意や一致を求めない共生

（小関 2008）につながっていき、このような活動が
多文化共生社会の形成のための活動になるのではな

いだろうか。 
このような日本語教育を行うことによって、日本に

住んでいる人すべてをユニークな「個」として捉え、

多角的な視点から日本について再考する機会を作る

ことができる。そして、この活動を通じて、批判的

な観点、異なる背景を持つ人との共同作業を行い、

文化の境界線を越えて意味の共同体を形成する能力

である「相互文化的コミュニケーション能力」（バイ

ラム 2015）を育成できるのではないかと考えている。 
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6. おわりに 
本研究では、多文化共生社会における日本語教育と

その役割について考察した。多文化共生ということ

ばが生まれた背景、それが社会でどのように捉えら

れてきたのかを整理した。そして、多文化共生のた

めのシティズンシップ教育の重要性について述べた。

また、これまでの日本語教育で多文化共生がどのよ

うに考えられてきたかを整理し、これからの日本語

教育ではどのように多文化共生を取り入れていくべ

きかについて提言した。 
日本は、島国という地理的な環境や鎖国の歴史など

から他国から大きな影響を受けなかった。その結果、

他の国よりも集団意識に依存しやすいという特徴が

ある。そのため、現在も移民の本格的な受け入れを

拒み続けている。しかし、実際には移民に当たる外

国人定住者が増加しており、今度もさらに増加して

いくことは日本社会を維持していく上では避けられ

ないことである。これからはバックグラウンドが異

なる人々が今まで以上に増え、そのような人々の存

在は日常となるだろう。バックグラウンドが異なれ

ば知識や経験が異なり、感じ方や考え方も異なる。

バックグランドが違う人がたくさん集まり、多くの

違いが組み合わさる。これは多くの摩擦を生むこと

も事実であるが、その多様性はコミュニティをより

よくするためにもたらすものともなるだろう。その

多様性を生かし、日本がよりよいコミュニティにな

るために日本語教育が果たす役割は大きい。日本社

会で生活をする人は、国籍、人種、ジェンダー、セク

シャリティ、信条、年齢、価値観などさまざまなレ

ベルでの違いを抱えながら生きている。その違いを

尊重し、認めあい、日本で生活をする人すべてが自

分らしく生きられるやさしい社会を目指すプロセス

である多文化共生に日本語教育は貢献していくこと

ができる。もちろんこのような社会を目指すのであ

るならば、日本語教育だけが行うのではなく、社会

全体が様々な行動を起こしていく必要がある。ただ、

これまでの日本語教育の経験、これからの日本語教

育が目指すものを活用することで日本社会が、日本

で生活をする人々の意識が変化していくきっかけと

なることができるのである。 
 

注 
1. 在留カード及び特別永住者証明書上に表記された

国籍・地域の数（無国籍を除く）。 
2. 外国人が日本で滞在できる証明で、日本に来る前

にその目的を国に提出し、審査後に適切な在留資

格が付与される。在留資格によって、日本で従事

できる活動が変わる。 
3. 性的マイノリティを表す総称のひとつとして使わ

れる。しかし、近年ではマイノリティではなく、

「誰もがそれぞれのセクシュアリティを持ってい

る」という考え方である SOGI（性指向と性のアイ

デンティティ）なども使われている。 
4. 易しい文型から難しい文型へ学習を進める言語の

構造や文型を中心に構成されたテキストのこと。 
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